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△印減　

総　　　　括

（収　入）

千円

水 道 用 水 供 給 事 業 収 益

資 本 的 収 入

（支　出）

千円

水 道 用 水 供 給 事 業 費 用

資 本 的 支 出

１３,０５９,０７１

５,２１０,５６９

１０,５０２,７５０

１２,５８２,９１１

款 金        　　　　額

款 金        　　　　額
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千円

そ の 他 の

営 業 収 益

構 成 団 体

補 助 金

長 期 前 受 金

戻 入

消 費 税

還 付 金

水道用水供給
事 業 収 益

13,059,071

令和７年度福岡地区水道企業団水道用水供給事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　入

１．

営 業 収 益１．

款

２．

11,697,975

11,694,232

3,743

1,361,096

２．

21,513

用水供給料金を計上した。

79,876

１． 県 補 助 金 22,960
建設利息に係る企業債の償
還元金に対する県補助金を
計上した。

配水池まわり電気料等に伴う
構成団体からの負担金等を
計上した。

水質検査受託料を計上した。

５．

受 取 利 息

１．

過去に建設改良費に充当した
補助金等に係る当年度収益化
に伴う戻入益を計上した。

３． 受 託 収 益

9,316

949,899

給 水 収 益

水源開発施設整備の支払利
息に対する構成団体からの補
助金を計上した。

消費税還付金を計上した。

７． 雑 収 益
水道用地の土地使用料等を
計上した。

5,987

６． 271,545

項 目 予　定　額 備　　　　　考

４．

預金利息、貸付利息及び有
価証券利息を計上した。

営 業 外 収 益

２．

－2－



千円

１．

３． 特 別 損 失

２．

原水の取水及び浄水設備の
維持管理等に要する費用を
計上した。

送水設備の維持管理等に要
する費用を計上した。

117,636

議会関係に要する費用を計
上した。

監査関係に要する費用を計
上した。

固定資産の減価償却費を計
上した。

備　　　　　考

営 業 費 用

水道用水供給
事 業 費 用

減 価 償 却 費 5,119,005

５．

２．

監 査 費

予 備 費

営 業 外 費 用２．

支　　　　　　　出

３．

１．

原 水 及 び
浄 水 費

１．

事業活動の全般に要する費
用を計上した。

企業債等に対する利息を計
上した。

12,460,122

6,241,388

684,729

2,305

14,812

339,907

固定資産除却費を計上した。57,976

雑 支 出

そ の 他
特 別 損 失

153

消費税確定に伴う国庫補助
金返還金を計上した。

153

４．

１．

７． 資 産 減 耗 費

予 備 費

5,000

支 払 利 息

給与費等の過年度支出を計
上した。

5,000

10

議 会 費

６．

総 係 費

１．

４．

117,626

送 水 費

12,582,911

款 項 目 予　定　額

１．
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千円

構 成 団 体

出 資 金

そ の 他 の

資 本 的 収 入

建設費負担金調整額を計上
した。

14,127１．

４．

出 資 金

１．

国 庫 補 助 金

１．

３．

水源開発施設整備に対する
構成団体からの出資金を計
上した。

882,733

882,733

管路整備事業等に対する国
庫補助金を計上した。

備　　　　　考

14,127

5,210,569資 本 的 収 入

国 庫 補 助 金

２．

998,709

そ の 他 の
資 本 的 収 入

項

998,709

目

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　入

款 予　定　額

１．

１． 企 業 債 3,315,000

１． 企 業 債 3,315,000
建設改良費に充当する企業
債を計上した。
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千円

固 定 資 産

購 入 費

共 同 施 設

負 担 金

国 営 事 業 等

負 担 金

国 営 事 業 等

負 担 金

企 業 債

償 還 金

国 庫 補 助 金

返 還 金

国 庫 補 助 金

返 還 金

71,075

固定資産の購入に要する経
費を計上した。

多々良浄水場の設備更新
に要する負担金を計上した。

1,454,364

１． 1,454,364
福岡導水施設地震対策事業
負担金等を計上した。

１．

設 備 費

支　　　　　　　出

３．

257,962

款

１．

資 本 的 支 出

企業債の元金償還金を計上
した。

１． 予 備 費

消費税確定に伴う国庫補助
金返還金を計上した。

1,044,396

5,000

5,000

1,044,396

39,872

39,872

１．

諸 設 備 費

３． 償 還 金

５． 予 備 費

４．

２．

２．

１．

１．

7,959,118

項 目 予　定　額 備　　　　　考

7,630,081
施設の設備工事に要する経
費等を計上した。

10,502,750

－5－
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千円

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 286,087

減価償却費 5,119,005

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,570

賞与引当金の増減額（△は減少） 10,364

長期前受金戻入額 △ 949,899

受取利息 △ 21,513

支払利息 117,626

固定資産除却費 57,976

未収金の増減額（△は増加） △ 413,550

未払金の増減額（△は減少） 535,174

小計 4,172,666

利息の受取額 21,513

利息の支払額 △ 117,626

業務活動によるキャッシュ・フロー 4,076,553 （A）

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 8,527,611

有価証券の売却による収入 1,000,000

国庫補助金による収入 907,917

国庫補助金の返還による支出 △ 39,872

その他の資本的収入による収入 12,842

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 6,646,724 （B）

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等企業債による収入 3,315,000

建設改良等企業債の償還による支出 △ 1,044,396

構成団体からの出資による収入 882,733

リース債務の返済による支出 △ 36,547

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,116,790 （C）

資金増加額（又は減少額） 546,619 （D）＝（A＋B＋C）

資金期首残高 4,914,033 （E）

資金期末残高 5,460,652 （D＋E）

令 和 ７ 年 度 福 岡 地 区 水 道 企 業 団

水 道 用 水 供 給 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

(令和７年４月１日から令和８年３月31日まで)
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１．総    括

本 19 114 9,912 395,177

(38)

年 － － － －

度 合　　　　　計 19 114 9,912 395,177

(38)

前 19 111 9,912 355,907

(37)

年 － － － －

度 合　　　　　計 19 111 9,912 355,907

(37)

－ 3 － 39,270

比 (1)

－ － － －

較

合　　　　　計 － 3 － 39,270

(1)

※　（　　）内は短時間勤務職員の人数である。

9,440 41,715 8,967 16,321

9,695 37,626 8,715 16,464

△ 255 4,089 252 △ 143

※　期末・勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む。

給　　　　　与　　　　　費

区      分

職　　員　　数 　　　　　　　　　　給　　　　　　　　　与

(人)  （人）  （千円）

特 別 職 一 般 職 報    酬 給      料

 （千円）

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

手
当
の
内
訳

区  分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円)

本　年　度

前　年　度

比 　　  較

－8－



318,091 723,180 142,615 865,795

－ － － －

318,091 723,180 142,615 865,795

294,656 660,475 126,344 786,819

－ － － －

294,656 660,475 126,344 786,819

23,435 62,705 16,271 78,976

－ － － －

23,435 62,705 16,271 78,976

2,112 42,674 200 10,608 182,484 3,570

2,122 39,692 200 10,608 166,069 3,465

△ 10 2,982 － － 16,415 105

明　　　　　細　　　　　書

　　　　　　　　　費

計
法定福利費 合　　　計

手    当

（千円） （千円） （千円） （千円）

管 理 職 員

 （千円）  （千円）

管理職手当 期末・勤勉手当 退職給付費特殊勤務手当 時間外勤務手当 特 別 勤 務 手 当

 （千円）  （千円）  （千円）  （千円）

－9－



ア　会計年度任用職員以外の職員

本 19 74 9,912 314,809

(4)

年 － － － －

度 合　　　　　計 19 74 9,912 314,809

(4)

前 19 74 9,912 296,780

(4)

年 － － － －

度 合　　　　　計 19 74 9,912 296,780

(4)

－ － － 18,029

比 (-)

－ － － －

較

合　　　　　計 － － － 18,029

(-)

※　（　　）内は短時間勤務職員の人数である。

9,440 33,542 8,967 12,304

9,695 31,710 8,715 12,935

△ 255 1,832 252 △ 631

※　期末・勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む。

区      分

職　　員　　数 　　　　　　　　　　給　　　　　　　　　与

特 別 職 一 般 職 報    酬 給      料

(人)  （人）  （千円）  （千円）

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

区  分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円)

手
当
の
内
訳

本　年　度

前　年　度

比 　　  較

－10－



270,765 595,486 119,155 714,641

－ － － －

270,765 595,486 119,155 714,641

264,764 571,456 111,986 683,442

－ － － －

264,764 571,456 111,986 683,442

6,001 24,030 7,169 31,199

－ － － －

6,001 24,030 7,169 31,199

1,603 42,674 200 10,608 148,775 2,652

1,603 39,692 200 10,608 146,954 2,652

－ 2,982 － － 1,821 －

　　　　　　　　　費

法定福利費 合　　　計
手    当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

管 理 職 員

管理職手当 期末・勤勉手当 退職給付費特殊勤務手当 時間外勤務手当 特 別 勤 務 手 当

 （千円）  （千円）  （千円）  （千円）  （千円）  （千円）

－11－



イ　会計年度任用職員

本 － 40 － 80,368

(34)

年 － － － －

度 合　　　　　計 － 40 － 80,368

(34)

前 － 37 － 59,127

(33)

年 － － － －

度 合　　　　　計 － 37 － 59,127

(33)

－ 3 － 21,241

比 (1)

－ － － －

較

合　　　　　計 － 3 － 21,241

(1)

※　（　　）内は短時間勤務職員の人数である。

－ 8,173 － 4,017

－ 5,916 － 3,529

－ 2,257 － 488

※　期末・勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む。

区      分

職　　員　　数

 （人）

　　　　　　　　　　給　　　　　　　　　与

特 別 職 一 般 職 報    酬 給      料

(人)  （千円）  （千円）

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

手
当
の
内
訳

区  分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

(千円)(千円) (千円)(千円)

本　年　度

前　年　度

比 　　  較

－12－



47,326 127,694 23,460 151,154

－ － － －

47,326 127,694 23,460 151,154

29,892 89,019 14,358 103,377

－ － － －

29,892 89,019 14,358 103,377

17,434 38,675 9,102 47,777

－ － － －

17,434 38,675 9,102 47,777

509 － － － 33,709 918

519 － － － 19,115 813

△ 10 － － － 14,594 105

　　　　　　　　　費

法定福利費 合　　　計
手    当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

管 理 職 員

特殊勤務手当 時間外勤務手当 特 別 勤 務 手 当 管理職手当 期末・勤勉手当 退職給付費

 （千円）  （千円）  （千円）  （千円）  （千円）  （千円）

－13－



２．給料及び手当の増減額の明細

 給与改定の状況

 給与改定に伴う 10,540 　　　　　　給与の改定率3.0％

 増減分 前年度

　　　　　　給与改定の時期

　　　　　　　 令和６年４月

 

 昇給に伴う増加分 863  平均昇給率　1.34％

 

 その他の増減分 27,867  職員の変動等に  職員数の異動状況

 よる     本年度  114 人

    前年度　111 人

    増 　     　3　人

 

 制度改正に伴う -            

 増減分

 その他の増減分 23,435  職員の変動等に

 よる

手当 23,435

給料 39,270

（千円） （千円）

区分 増減額 増減事由別内訳 説      明 備      考

－14－



３．給料及び手当の状況

　（１）職員１人当たり給与

323,043

446,947

42.66

312,910

437,856

41.59

　※　平均給与月額は、給料及び扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、

　 　　時間外勤務手当、管理職員特別勤務手当、管理職手当の合計額である。

　（２）初任給

188,000 188,000

220,000 220,000

区              分 企　　　業　　　職

　平均給料月額 （円）

　平 均 年 齢  （歳）

　平均給与月額 （円）

令和５年９月１日現在

　平均給料月額 （円）

　平均給与月額 （円）

令和６年９月１日現在

　平 均 年 齢  （歳）

主たる構成団体の一般会計の制度

区　　分 企　　業　　職

行 　　政　　 職 (1)　      　 (円) 
（円）

高  校  卒

大  学  卒
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　（３）級別職員数

８　級 1 1

７　級 2 3

６　級 7 10

５　級 17 25

４　級 19 28

9 13

11 16

3 4

69 100

８　級 1 1

７　級 2 3

６　級 7 10

５　級 16 23

４　級 19 27

8 11

13 19

4 6

70 100

　

(級別の標準的な職務内容)     

５　　級 ４　　級

　

係　　長 総括主任

区　　分

企 業 職

級 職員数（人） 構成比（％）

３　級

２　級

３　級

計

２　級

１　級

令和５年９月１日現在

令和６年９月１日現在

１　級

計

区　　分 ８　　級 ７　　級 ６　　級

企　　業　　職 課　　長副企業長 部　　長

３　　級 ２　　級 １　　級

相 当 の 知 識 又 は

主　　任 経 験 を 必 要 と す 定型的な業務

 る業務
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（４）昇給

区                分 企　　業　　職

本
　
　
年
　
　
度

職　　　　員　　　　数　　  （Ａ） （人） 69

53

－

昇 給 に 係 る 職 員 数  （Ｂ） （人）

（人）

（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数  （Ｂ） （人）

号給数別内訳

　　　２号給

　　　８号給

　　　４号給 （人） 53

　　　６号給 （人） －

－

前
　
　
年
　
　
度

職　　　　員　　　　数　　  （Ａ） （人） 70

比　　　　率　　　　 （Ｂ）／（Ａ） （％） 76.8

号給数別内訳

　　　２号給 （人）

59

－

　　　６号給 （人） －

　　　４号給 （人） 59

－　　　８号給 （人）

比　　　　率　　　　 （Ｂ）／（Ａ） （％） 84.3
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（５）特殊勤務手当

0.6

62.3

3,107

（６）期末手当・勤勉手当

備  考

本 年 度 2.300 2.300 4.60 有

(1.200) (1.200) (2.40)

前 年 度 2.250 2.350 4.60 有

(1.175) (1.225) (2.40)

2.300 2.300 4.60 有

(1.200) (1.200) (2.40)

　　※　（　）内は定年前再任用短時間勤務職員・暫定再任用職員の支給率である。

区                      分 企　　　業　　　職

  給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％）

  支 給 対 象 職 員 の 比 率　　（％）

  支給対象職員１人当たり平均支給月額(円)

　代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称
夜 間 業 務 手 当
危 険 作 業 手 当
有 害 物 取 扱 手 当

　※　給料総額に対する比率及び支給対象職員の比率は、令和６年９月１日現在における比率である。

職制上の段階、
職 務 の 級 等
による加算措置6月（月分） 12月（月分）

(月分)
区    　　分

支給率計
支  給  期  別  支  給  率

主たる構成
団体の一般
会計の制度
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（７）定年退職及び早期退職募集制度に係る退職手当（令和６年度）

そ の 他 の

加算措置等

－ － － － －　

 定年前早期 職務の級に応じて

 退職特例措置 調整額（調整月額

24.586875 33.27075 47.709 47.709 　 2％～ ×60月分）あり

  当分の間 45％加算 ※　調整月額

  50歳～ 　局長級 65,000円

　 26.3655 　部長級 54,150円

　課長級 43,350円

　係長級 32,500円

　総括主任級

 21,700円 

又は 27,100円 

  その他       　0円 

（８）その他の手当

区分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

備考
(月分) （月分） （月分） （月分）

支
　
給
　
率
　
等

派
遣
職
員
は

、
派
遣
元
で
措
置

主
た
る
構
成
団
体
の
一
般
会
計
の
制
度

　
　
　

(

支
給
率
等

)

主 た る 構 成 団 体 の 一 般
会 計 の 制 度 と の 異 同

区          分 差  異  の  内  容

扶　　養　　手　　当 同　　　　   　 じ

地　　域　　手　　当 同　　　　   　 じ

住　　居　　手　　当 同　　　　   　 じ

通　　勤　　手　　当 同　　　　   　 じ
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１．令和７年度提出に係る分

期　　間 金　　額 期　　間

千円 千円

寺 内 ダ ム の 管 理 令和８年度から

－ －

に 係 る 負 担 金 水 利 使 用 期 間

筑 後 大 堰 の 管 理 令和８年度から

－ －

に 係 る 負 担 金 水 利 使 用 期 間

海 水 淡 水 化 施 設 令和８年度から

3,687,000 － －

維 持 管 理 業 務 委 託 令和11年度まで

381,000 － － 令 和 ８ 年 度

62,000 － － 令 和 ８ 年 度

令和８年度から

13,871,000 － －

令和12年度まで

令和８年度から

1,321,000 － －

令和９年度まで

令和８年度から

3,649,000 － －

令和９年度まで

限　度　額

債 務 負 担 行 為

当該年度以降の

海 水 淡 水 化 施 設
設 備 更 新 工 事
( 令 和 ７ 年 度 分 ）

事　　　項
前年度末までの支払義務発生（見込）額

海 水 淡 水 化 施 設
修 繕 工 事
( 令 和 ７ 年 度 分 ）

管 路 整 備 工 事
( 令 和 ７ 年 度 分 ）

牛 頸 浄 水 場 等
設 備 更 新 工 事
( 令 和 ７ 年 度 分 ）

送 水 施 設 修 繕 工 事
( 令 和 ７ 年 度 分 ）

寺内ダム施設の管理費
に1,000分の154.7を乗
じた額のうち1,000分の
908.1相当額

筑後大堰施設の管理
費に1,000分の114を乗
じた額相当額
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特 定 財 源

国県補助金 企　業　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円

－ － －

－ － －

　

3,687,000 － － － 3,687,000

381,000 － － － 381,000

62,000 － － － 62,000

－ 6,935,000 － 6,936,000

1,321,000 － 660,000 － 661,000

3,649,000 755,000 1,447,000 － 1,447,000

当該事業財源

に 関 す る 調 書

支払義務発生予定額

金　　　　　額

左 の 財 源 内 訳

13,871,000

寺内ダム施設の管理費に
1,000分の154.7を乗じた
額のうち1,000分の908.1
相当額

寺内ダム施設の管理費
に1,000分の154.7を乗
じた額のうち1,000分の
908.1相当額

筑後大堰施設の管理費に
1,000分の114を乗じた額
相当額

筑後大堰施設の管理
費に1,000分の114を乗
じた額相当額
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２．前年度までの議決済みに係る分

期　　間 金　　額 期　　間

千円

両 筑 平 野 用 水 事 業 昭和53年度から 令和７年度から

の 維 持 管 理 に 係 る 1,542,992

負 担 金 令和６年度まで 水 利 使 用 期 間

昭和60年度から

82,991

令和６年度まで

合 所 ダ ム の 管 理 平成７年度から

1,083,556

に 係 る 負 担 金 令和６年度まで

鳴 淵 ダ ム の 管 理 平成14年度から

434,334

に 係 る 負 担 金 令和６年度まで

糸 島 共 同 管 の 平成19年度から

維 持 管 理 73,795

に 係 る 負 担 金 令和６年度まで

大 山 ダ ム の 管 理 平成25年度から 令和７年度から

1,507,327

に 係 る 負 担 金 令和６年度まで 水 利 使 用 期 間

令和７年度から
共 同 施 設 の
存 続 す る 期 間

千円

共同施設の管理費に
1,000分の319.7を乗じ
た額相当額

共同施設に伴う下原配
水場の管理に要する費
用

共同施設の管理費に
1,000分の271.6を乗じ
た額相当額

共同施設の管理費に
1,000分の325を乗じた
額相当額

令和７年度から
共 同 施 設 の
存 続 す る 期 間

令和７年度から
共 同 施 設 の
存 続 す る 期 間

大山ダム施設の管理費
に1,000分の387を乗じ
た額のうち1,000分の
460.3相当額

令和７年度から
共 同 施 設 の
存 続 す る 期 間

共 同 施 設 に 伴 う
下 原 配 水 場 の 管 理
に 係 る 負 担 金

限　度　額
当該年度以降の前年度末までの支払義務発生（見込）額

共用施設の維持管理
費に1,000分の132.4を
乗じた額のうち1,000分
の682.3相当額

事　　　項
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特 定 財 源

国県補助金 企　業　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

共同施設に伴う下原配
水場の管理に要する費
用

共同施設の管理費に
1,000分の325を乗じた
額相当額

共同施設の管理費に
1,000分の319.7を乗じた
額相当額

共同施設の管理費に
1,000分の271.6を乗じ
た額相当額

共同施設の管理費に
1,000分の325を乗じた額
相当額

共同施設の管理費に
1,000分の319.7を乗じ
た額相当額

共同施設に伴う下原配水
場の管理に要する費用

大山ダム施設の管理費
に1,000分の387を乗じ
た額のうち1,000分の
460.3相当額

大山ダム施設の管理費に
1,000分の387を乗じた額
のうち1,000分の460.3相
当額

共同施設の管理費に
1,000分の271.6を乗じた
額相当額

共用施設の維持管理
費に1,000分の132.4を
乗じた額のうち1,000分
の682.3相当額

共用施設の維持管理費に
1,000分の132.4を乗じた
額のうち1,000分の682.3
相当額

当該事業財源

左 の 財 源 内 訳
支払義務発生予定額

金　　　　　額
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特 定 財 源

国県補助金 企　業　債 そ　の　他

千円 千円 千円 千円 千円

－ － －

－ － －

－ －

－ 848,000 － 848,247

2,615,073 655,049 980,000 － 980,024

5,604,000 1,037,000 2,283,000 － 2,284,000

1,696,247

導水路上流部施設に
要する費用の額に
1,000分の968を乗じた
額と導水路下流部施設
に要する費用の額を加
えた額相当額から特定
財源を差し引いた額相
当額

共同施設の管理費に
1,000分の81.2を乗じた
額相当額

導水路上流部施設に
要する費用の額に
1,000分の968を乗じた
額と導水路下流部施設
に要する費用の額を加
えた額相当額の２分の1
相当額

当該事業財源

共同施設の管理費に
1,000分の81.2を乗じた額
相当額

左 の 財 源 内 訳

導水路上流部施設の
管理費に1,000分の968
を乗じた額と導水路下
流部施設の管理費の額
を加えた額相当額

導水路上流部施設に要す
る費用の額に1,000分の
968を乗じた額と導水路下
流部施設に要する費用の
額を加えた額相当額

導水路上流部施設の管理
費に1,000分の968を乗じ
た額と導水路下流部施設
の管理費の額を加えた額
相当額

金　　　　　額

支払義務発生予定額
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注 記

Ⅰ．重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

①　減価償却の方法 定額法（ただし、取替資産については取替法による。）

②　主な耐用年数

・建物 　６～５０年

・構築物 １０～８０年

・機械及び装置 　５～２０年

・車両運搬具 　４～　６年

・工具器具及び備品 　２～２０年

（２）無形固定資産（リース資産を除く。）

①　減価償却の方法 定額法

②　主な耐用年数

・ダム使用権 ５５年

・水利権 ２０年

・施設利用権 ５０年

・ソフトウエア 　５年

（３）リース資産

①　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。

２　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に相当

する金額を計上している。

（２）賞与引当金

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額（法定福

利費を含む。）に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

３　消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

重要な非資金取引の内容

　当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞ

れ136,864千円である。

Ⅲ．予定貸借対照表等に関する注記

　引当金の取崩

　当事業年度において、期末・勤勉手当（法定福利費を含む。）として208,162千円を支給す

るため、賞与引当金（法定福利費を含む。）59,137千円を取り崩す予定である。
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Ⅳ．リース契約により使用する固定資産に関する注記

　リース取引の処理方法

　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っ

ている。

　ただし、リース料総額が300万円以下またはリース期間が１年以内の所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。
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